
過去の教訓から 得られたマネジメントのポイント (2) 
一実施段階 一 

0 矢野貴久，小塩辛次郎，佐々木津，弓取 修 「 (NEDO) 

独立行政法人新エネルギー。 産業技術総合開発機構 ⑧ 

( 以下、 N 打 じ 0 といがで は 、 過去の研究開発マネジメント ヵ 。 研究開発は当初立案した 計画通り技術課 

ら 経験的に得られたマネジメントの 注意事項を抽出し、 プロ るとは限らず、 また、 技術動向、 社会情勢の変化に 伴い開 

、 ジェクト担当者がマネジメント 上の分岐点で 判断する際に 発中の技術の 社会における 位置づけも変化する。 

参照する ヘ已む 0 研究開発マネジメントガイドライン」 4 以下、 NR 拾 。 0 で は 、 自己評価として、 原則毎年度。 プひ ジ ス クト 

ガイドラインという ) を作成した。 このガイドライン は 。 プロジェ を取り巻く現状を 確認し。 必 、 要に応じてプロジェクトの 見直 

クトの進捗段階に 応じて立ち上げ 段階から終了段階まで 6  しを行っている。 点検項目としては 表 工の通りであ る。 点検 

つ め フェーズに分類している。 の 結果を踏まえ。 プロジェクト 実施 制の組み換えや 研究 

本稿でほ、 ガイドラインの 実施段階の フ ニーズにおいて。 規模の拡大縮小を 要するものは、 翌年度の予算配分を 通 

現時点で指標として 示している仮説と、 NR 口 O のマネジメン して反映している " 

トの 実際との比較検証を 試みている。 具体的にほ。 実施 段 

階 における実際のマネジメントとして、 自主点検、 中間評価、 

事業の加速を 比較の対象としている。 また、 ガイドラインの 

作成に当たって は 、 実際のマネジメント 例を蓄積することで 

ガイドラインの 指標を裏 付けることを 指向しており、 蓄積 状 

( 工コ マネジメン㌻の 概要 宴 

実施段階とは、 プロジェクトの 開始から継続活動検討の 

直前までの研究開発プロジェクトを 推進する段階であ る。 実 

施段階における NF,DO lX) マネジメントとしてほ。 研究実施 

機関が最大の 能力を発揮することを 通じて成果が 最大化さ 

れるよ う 、 適切なタイミングで 適切な規模の 資源配分。 体制 

変更、 研究内容の見直し @ こ 努めている。 例 として、 次項の 

通り、 自主点検。 中間評価、 事業の加速について 紹介す 

る。 

一 想定される製品。 サービス ( プロジェクトの 出 ロイメージ ) 

一 最終目標の設定根拠 

  ニーズ 側 ( 想定製品。 サービス ) から見た根拠 

N 打じ 0 で は " 外部有識者を 委員とした第三考による 評価 

をプロジェクト 期間中に実施している。 プロジェクトの 中間段 

階にて実施されるものを 中間評価と呼んでおり、 原則 3 年 

目に行われる。 評価は表 2 の 恩 つの項目について 行う。 この 

中間評価の結果は、 中間評価報告書としてまとめられるが、 

この評価結果を。 以降のプロジェクト 運営に適切に 反映し 

ていくことが 重要であ り、 関係部署で対処方針を 立て、 プロ 

、 ジェクト基本計画の 変更や予算要求へ 反映している。 

  



0 事業の位置づけ。 必要性について 

一 NEDO の事業とし - 二の妥当性 

一事業目的の 妥当性 

発 マネジメ 、 ノト について 

一 研究開発目標の 妥当性 

一研究開発計画の 妥当性 

一研究開発実施者の 事業体制の妥当性 

一情勢変化への 対応等 

一目標の達成度 

一成果の意義 

一特許の取得 

一 論文発表。 成果の普及 

0 実用化。 事業化の見通しについて 

一成果の実用化可能性 

-- 波及効果 

一事業化までのシナリオ 

⑧事業の加速 

研究開発の成果を 上げるためには、 研究及び社会状況」 

に 応じて、 時宜を得た資金 分 が必要であ る " 具体的にほ 、 

表 3 の条件のうち、 いずれかに適合するプロジェクトの 研究 

テーマに対し、 当初予算にかかわらず。 

労 している。 原則、 毎年 2 回の機会があ る。 

ね ) 指標設定の経緯 

実施段階における チ で ソク 項目及びチェック 基準 は、 過 

去に NEDO 内でマネジメント 高度化のために 行われた検 

討会、 文献情報等をべ ー スとし。 有識者の意見を 参考とし 

ながら設定したものであ る。 

ガイドラインでは A. から   の 17 のチェック項目を 設定し 

ている ( 図 1 参照 L" このうち、 「 A, プロジェクトは、 市場メカニ 

ズムに任せられず。 N 比口 0 の関与が必要であ る」、 「 N 。 プ ロ 

、 ジヱ クトリーダⅡ P り 役に適任者を 選定する」。 ゆ 。 プロジェ 

クトリーダー ( 投 ) は、 必要な権 限が行使できる」の 3 項目に 

ついてほ、 プロジェクト 開始時に所与であ るので、 現時点の 

ガイドラインでは 実施段階の対象としていない。 

ガイドラインの チニソク 項目と、 マネジメントの 実際におけ 

る各項目とがどのよ 引こ関連 づ げられるか。 また、 何らかの 

傾向が見られるか。 検討を行った。 具体的にほ、 マネジメン 

トガイドラインの 各項目と、 マネジメントの 実際の各項目で 

関連性のあ るものを で 結び、 その線の数を 比較した ( 図工 

参照 ) 。 

その結果、 ガイドラインのチェック 項目と。 マネジメントの 

実際における 自主点検 ( 表 1), 中間評価 ( 表弗 。 事業の加 

速 ( 表 3) の際に使用している 項目 は、 図 2 の 通り関連づけ 

られることが 分かった。 特に、 ガイドラインのチェック 項目の 

う ち、 「 B プロジェクト 旗日本の産業競争力強化。 又はヱネ 

の克服に貢献ずる 上で。 重要かつタイム 

リ一なものであ る」、 「 C 開発対象の技術の 実用化のイメー 

ジを有する」、 「 P 外部環境変化と 進捗状況をタイミンバよく 

把握し。 必要に応じてプロジェクトの 位置づけ。 目標設定。 

アプローチ。 計画、 体制等の変更につなぐ」の 3 項目につい 

ては 。 関連づけられるマネジメントの 実際の項目 数が苓つ 以 

上で比較的多い。 すな ね ち、 ガイドラインのチェック 項目の 

うち B,C,p は、 マネジメントの 実際における 項目において 重 

点的にチェックされていると 言える。 
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ガイドラインは。 チニ ジク項目とチェック 基準の他、 これを 

。 解説並びに事例、 すな む ち、 成功に導くマ 

ネジ ズノト 倒産 ぴ 教訓とすべきマネジメント 例で構成される。 

本 ガイドラインでは、 事例を蓄積し 、 チヱッタ 項目を裏 付け 

ることを志向する 一方。 既存のチェック 項目とチェック 基準 

が 適切か否かを 分析。 検証し。 必要に応じてチェック 項目と 

チェック基準を 見直す仕組みとしている。 

事例の蓄積 は 緒に就いた ぽ かりであ り、 すべてのチェック 

項目に対して 実施段階の事例が 蓄積されているわけでは 

ない。 現状では、 表 荏の事例が実施段階の 事例として蓄積 

されている。 なお " 表ヰ に記載した 茸例は タイトノ ン であ り、 具 

体的内容 は 個別に文章として 書き下されてガイドラインに 

蓄積されている。 事例の出所は。 中間評価報告書、 事後評 
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前項で仮説と 実際の -7 ネジメントの 項目を比較した 開こ。 
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の 項目の事例の 蓄積が特に進んでいるとは 言えない。 今 

後は。 これらの項目に 関する事例を 重点的に収集し、 裏 付 

けに努める 老 、 要があ る。 

事例のタイトル 項目 

    情勢を踏まえたプロジェクト 立案。 目標設定が必要 @  目   

  



  事業化に向け、 事業期間中に 経済性についての C 

検討をする 

  中間評価結果はその 後の研究開発目標や 計画に 

反映させることが 必要 

  中間評価を契機に、 ユーザーニーズを 把握、 実用 

化イメージを 明確化   l ，実施段階で 徐々に目標設定の 精度を上げる G ｜ 
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。 定例会議に全実施者を 集める 

  プロジェクトフォーメーションの 柔軟な組み換え 

  実用化シナリオを 終了時点で描くのほ 遅すぎる 

5 。 まとめ 

実施段階においてほ。 日々のマネジメントの 他、 自主点 

検 。 中間評価。 事業の加速といったマネジメントを そ ㍉、 、 予 

算 配分やプロジェクト 基本計画の見直しへの 反映を行って 

いる。 マネジメントガイドラインのチェック 項目 は 。 実際の で 

ネジメントにおける 項目と対応しており、 特に チヱソク 項目 

のうち B,C オの 3 項目が実施段階のマネジメントにおいて 

重点的にチェックされていることが 分かった 

課題としては。 ガイドラインのマネジメントへの 活用や事 

例の蓄積によるチェック 項目の裏 付けが進んでいないこと 

であ る。 今後 は 、 ガイドラインのチェック 項目のうち、 実際の 

マネジメント @ こおいて重点的にチェックされている 項目の事 

例の収集に努めるほか。 ガイドラインのチェック 項目を実際 

  

の マネジメントに 適用し、 その結果について 事例としてガイ 

ドラインに蓄積し、 マネジメントザイクルを 回すこと @ こより、 チ 

ェック項目の 裏 付けに 

問 評価、 事後評価、 追 

ント から得られる 多様な事例を 蓄積も進め。 蓄積が十分進 

んだ段階で、 チェック項目や 基準の妥当性を 分析。 検証す 

ること必要であ る。 

これら @ こより。 ガイドラインの 不断の見直しを 行い、 研究開 

発運営。 管理の改善に 反映するとともに、 その効率化と 高 

度化に資することとしたい。 


